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地方公共団体財政健全化法における
健全化判断比率及び資金不足比率



【令和元年度決算における健全化判断比率・資金不足比率】

◎健全化判断比率

◎資金不足比率

※実質赤字比率、連結実質赤字比率及び資金不足比率は、赤字及び資金不足は生じていないため、「 - ％（該当なし）」

　で表示しています。
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◎本町の健全化判断比率に係る算出方法と基礎数値

１．実質赤字比率

①算定式

※一般会計等の実質赤字額：一般会計及び特別会計のうち普通会計に相当する会計（一般会計・診療所特別会計）

　　　　　　　　　　　　　における実質赤字の額

②算定基礎数値

※北竜町の令和元年度決算における実質赤字は、赤字が生じていないため実質赤字比率欄は「 - 」で表示しています。

　なお、実質収支が黒字の場合、実質赤字比率は負の値で表示されます。

２．連結実質赤字比率

①算定式

※連結実質赤字額：(イ)と(ロ)の合計額が(ハ)と(ニ)の合計額を超える場合の当該超えた額

一般会計及び公営企業以外の特別会計のうち、実質赤字を生じた会計の実質赤字額の合計額

公営企業の特別会計のうち、資金の不足額を生じた会計の資金の不足額の合計額

一般会計及び公営企業以外の特別会計のうち、実質黒字を生じた会計の実質黒字の合計額

公営企業の特別会計のうち、資金の剰余額を生じた会計の資金の剰余額の合計額

②算定基礎数値

※北竜町の令和元年度決算における連結実質赤字は、赤字が生じていないため連結実質赤字比率欄は「 - 」で表示しています。

　なお、連結実質収支が黒字の場合、連結実質赤字比率は負の値で表示されます。

連結実質赤字比率 (I)/(J)×100
            -

(△9.45%)
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            -
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 特別養護老人ホーム事業特別会計

連結実質収支額 (A)～(H)の計

実
質
収
支
額

・資
剰金
余不
額足  農業集落排水事業及び個別排水処理事業特別会計

 一般会計等

 国民健康保険特別会計

5,454

標準財政規模

(G)

(H)

(I)

(J)

 介護保険特別会計

 簡易水道事業会計

238

269

50,948

4,793 4,274 4,094

(△4.21%)

× 100

実質赤字比率 (E)/(F)×100 (G)

連結実質赤字額

(ロ)

標準財政規模

(△2.97%)

連結実質赤字比率 ＝

平成29年度

一般会計等の実質赤字額

標準財政規模
× 100

区　　　分

            -

(C)

令和元年度 平成30年度

68,650

標準財政規模

平成29年度

4,326,945 3,716,249 4,370,819

            -            -

4,259,118

(△3.16%)

4,319,871

67,827

(D)

区　　　分 令和元年度 平成30年度

 後期高齢者医療特別会計

50,595

(B)

9,822

(F)

(D)

(E)

(F)

(A)

(B)

(C)

539

(A)

44,567

113,217

3,603,032

(ハ)

(ニ)

実質赤字比率 ＝

(イ)

1,600,997 1,629,286 1,710,762

017,232

実質収支額 (C)-(D)

歳入総額

歳出総額

歳入歳出差引額（形式収支）(A)-(B)

翌年度へ繰り越すべき財源

50,595 68,650 50,948

（単位：千円）

（単位：千円）

50,948

58

            -

193



３．実質公債費比率

①算定式

※準元利償還金：(イ)から(ホ)までの合計額

満期一括償還地方債について、償還期間を30年とする元金均等年賦償還とした場合における１年当たりの元金償還金相当額

一般会計等から一般会計以外の特別会計への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの

組合等への負担金・補助金のうち、組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの

一時借入金利子

②算定基礎数値

((A)+(B))-( (C)+(D))/(E)-(D)×100

（３ヵ年平均）
10.0% 9.5% 8.5% 

10.4% 9.9% 

実質公債費比率

実質公債費比率

（単年度）
(F) 9.7% 

307,046

標準財政規模 (E) 1,600,997 1,629,286 1,710,762

基準財政需要額算入公債費及び算入準公債費 (D) 245,041 278,889

59,980

元利償還金又は準元利償還金に充てられる特定財源 (C) 46,670 47,568 58,352

準元利償還金 (B) 56,122 51,329

地方債の元利償還金 (A) 367,422 415,998 445,062

区　　　分 令和元年度

(ハ)

(ニ)

(ホ)

(イ)

平成30年度

実質公債費比率

（３ヵ年平均）

(ロ)

＝
(地方債の元利償還金＋準元利償還金）－（特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）
 × 100

（単位：千円）

平成29年度



４．将来負担比率

①算定式

充当可能財源

※将来負担額：(イ)から(チ)までの合計額

一般会計等の当該年度の前年度末における地方債現在高

債務負担行為に基づく支出予定額（地方財政法第5条各号の経費に係るもの）

一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に充てる一般会計等からの繰入見込額

当該団体が加入する組合等の地方債の元金償還に充てる当該団体からの負担等見込額

退職手当支給予定額（全職員に対する期末要支給額）のうち一般会計等の負担見込額

地方公共団体が設立した一定の法人の負債の額、その者のために債務を負担している場合の当該債務の額のうち、当該法人

等の財務・経営状況を勘案した一般会計等負担見込額

連結実質赤字額

組合等の連結実質赤字相当額のうち一般会計等の負担見込額

※充当可能基金：(イ)から(ヘ)までの償還額等に充てることができる地方自治法第241条の基金

②算定基礎数値

将
来
負
担
額

充
当
可
能
財
源 (K)

(L)

(M)

1,629,286

((A)～(H)の計）-((I)+(J)+(K))/((L)-(M))×100
(N)

基準財政需要額算入公債費及び算入準公債費

9.6% 10.7% 

1,710,762

3,488,913 3,125,888

将来負担比率

(F)

(G)

(H)

(I)

(J)

1.7% 

245,041 278,889 307,046

16,008 23,757

0 0 0

657,748

1,600,997

1,525,631

0 0 0

639,497

1,359,402 1,436,684

615,025

2,965,679

4,223,026

1,452

地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額

標準財政規模

8,257

退職手当支給予定額に係る一般会計負担見込額 (E) 256,039 281,539 301,201

設立法人の負債の額等に係る一般会計負担見込額

連結実質赤字額

組合等の連結実質赤字額に係る一般会計負担見込額

地方債の償還額等に充当可能な基金の現在高の合計額

地方債の償還額等に充当可能な特定の歳入

518,600

15,980

特別会計で地方債の償還に充てるための一般会計繰入見込額 (C) 586,594 547,868

組合等が起こした地方債の償還に係る一般会計負担見込額 (D) 12,080 13,874

債務負担行為に基づく支出予定額 (B) 37,620 9,180

令和元年度 平成30年度

一般会計等に係る地方債現在高 (A) 4,884,569 4,377,517

平成29年度区　　　分

(イ)

(ロ)

(ハ)

(ニ)

(ホ)

(ヘ)

(ト)

(チ)

将来負担比率 ＝
将来負担額－（充当可能基金＋特定財源見込額＋地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額）　　　

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）
 × 100

（単位：千円）



５．資金不足比率

①算定式

※資金不足額：資金不足額（法非適用企業）＝（繰上充用＋支払繰延額・事業繰越額＋建設改良費以外の経費の財源に充てるために

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　起こした地方債現在高）－解消可能資金不足額

              資金不足額（法適用企業）  ＝（流動負債＋建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こした地方債現在高－

　　　　　　　　　　　　　                  流動資産）－解消可能資金不足額

  事業規模　：事業規模（法非適用企業）＝営業収益に相当する収入の額－受託工事収益に相当する収入

　　　　　　　事業規模（法適用企業）　＝営業収益収入の額－受託工事事業収入の額

②算定基礎数値

（地方公営企業法非適用企業：農業集落排水事業・個別排水処理事業特別会計）

歳出総額

歳入総額

翌年度へ繰り越すべき財源

資金不足額（剰余額） (A)-(B)+

事業規模

資金不足比率

× 100

※資金不足額（　）は、剰余額を表します。

　北竜町の令和元年度決算における資金不足比率は、各企業とも資金不足が生じていないため資金不足比率欄は「 - 」で表示して

　います。なお、資金不足比率欄の（　）内に剰余額の割合を△で表示しています。

（地方公営企業法適用企業：簡易水道事業会計）

流動負債

流動資産

資金不足額（剰余額） (A)-(B)

事業規模

資金不足比率

× 100

※資金不足額（　）は、剰余額を表します。

　北竜町の令和元年度決算における資金不足比率は、各企業とも資金不足が生じていないため資金不足比率欄は「 - 」で表示して

　います。なお、資金不足比率欄の（　）内に剰余額の割合を△で表示しています。

※令和元年度決算における流動負債は流動負債から控除企業債等を差し引いた金額を表示しています。

　控除企業債等～令和元年度決算において貸借対照表の流動負債に計上されている企業債及び他の会計からの長期借入金で、建設

　　　　　　　　改良費等に充てるものの額。

/ (D)

(D) 44,104 44,555

(△171.2%)
(E)

- - -

44,637

(△193.4%) (△177.3%)(C)

(C)

(D) / (E)

(C) (85,309) (79,036) (76,439)

(A) 4,066 3,020 3,080

(B) 89,375 82,056 79,519

区　　　分 令和元年度 平成30年度 平成29年度

(△0.7%) (△0.7%) (△0.8%)

- - -

33,932 34,129 34,140(E)

(F)

110,073 108,365(B)

(269) (271) (260)

114,851

109,804 108,094

(C)

(D)

0 0 0

平成29年度

資金不足比率 ＝
資金不足額

(A) 114,591

事業規模

区　　　分 令和元年度 平成30年度

× 100

（単位：千円）

（単位：千円）



◎早期健全化基準、財政再生基準、経営健全化基準
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　地方債許可団体

    R1    10.0
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          R1     9.6

350％～
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20％～

は、R1年度の数値を示す
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実質公債費比率
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実 質 赤 字 比 率
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35% 40%
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30%

早期健全化団体

経営健全化団体

350%

20% 25% 30% 35% 40%

30% 40% 50%

早期健全化団体

（公営企業会計）

0% 10% 15%

資 金 不 足 比 率

早期健全化団体 財政再生団体

H30:[ - ]

H29:[ - ]

H30:[ - ]

H29:[ - ]

H30:[ 9.5]
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H30:[ - ]

H29:[ - ]

H29:[ 8.5]

H29:[  1.7]


